
事業番号 - - -

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

90% 67% 48%

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

45

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
原子力委員会Webサイトのアクセス件数

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　経費/件

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

原子力基本法（昭和30法186）第４条、原子力委員会設
置法（昭和30法188）第２条、原子力委員会専門部会等
運営規則第２条

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

45 45 43

平成30年度 令和元年度 令和2年度

活動実績

令和2年度

千円

Webサイトを活用した、原子力委員会の議事録または
音声データの公表を通して、情報発信を図る 件

1,896千円/45件 2,758千円/45件

3年度活動見込

62 42

128.7

我が国の原子力利用に関
する取組について、国内及
び国際社会への情報発信
により理解増進が進んだこ
とを原子力委員会Webサイ
トのアクセス件数を前年度
以上とすることを以って成
果目標とする。（目標最終
年度の目標値については
備考欄参照）

実施方法

平成30年度

％

原子力政策の検討及び適切な情報発信等 担当部局庁 科学技術・イノベーション推進事務局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 参事官（原子力担当） 進藤 和澄

事業名

会計区分

令和3年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

令和元年度

・有識者から意見聴取、現場調査等を行うことにより、原子力に関する最新の知見を入手し、原子力政策に関する決定・見解をまとめる。
・国際原子力機関（IAEA）総会への出席や国際原子力エネルギー協力フレームワーク（IFNEC）運営の協力、更にはアジア原子力協力フォーラム（FNCA※）
の運営等を行うとともに、原子力委員等を欧米等に派遣し、情報収集・意見交換・分析を行う。
・インターネット等を活用し、積極的に情報発信等を行う。
※FNCA：近隣アジア12か国が原子力分野の協力を効率的かつ効果的に推進する目的で、日本が主導する原子力平和利用協力の枠組み
・原子力委員会ホームページ運用等経費については、令和４年度概算要求からデジタル庁にて予算計上。

- -

124.5

- -

- -

原子力委員会Webサイトの
アクセス件数
（同一日における、同一端
末からの複数アクセスは重
複しない。）

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

126.7

単位

Webサイトにおける情報発信にかかる経費（千円）／議
事録または音声データの公表件数

単位当たり
コスト

--

112.2

-

平成１３年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

我が国の原子力の研究、開発及び利用（以下、「原子力利用」という。）に関する取組に対する提言等の検討や、原子力に関する活動の国内及び国際社会
への情報発信等を行うとともに、原子力委員等を欧米等に派遣し、情報収集・意見交換・分析を行う。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

令和3年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

124.5 128.7 126.7 127.9 139.1

86.4 61

執行率（％） 90% 67% 48%

45 45 45

2,794千円/45件

令和元年度

千円/43件

-

728,261

-

「原子力利用に関する基本的考え方」（平成29年７月20日原
子力委員会決定、翌21日閣議にて尊重する旨決定）

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

126.9 103.5

735,203

760,686 728,261

760,686

95.7 -

-

-

- -

127.9 139.1

関係する
計画、通知等

達成度

735,203

-

579,577

年度 年度-

61

平成30年度

令和3年度当初予算

78.7

15.3

8.9

8.1委員等旅費

経済協力開発機構拠出金

その他

計

8.9

8.1

2021 府

科学技術・イノベーション

5.7

20 0049

5.7

11.2

127.9 139.1

93.7

14.1

8.5

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

科学技術基礎調査等委託
費

庁費

職員旅費令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

新たな成長推進枠：6.8

令和4年度要求



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

○

原子力委員会の活動は、法定義務や省庁横断的な業務を
含むものであり、また、中立的・俯瞰的立場や高度な専門性
が求められることから、地方自治体、民間等に委ねることは
できない。

○

評　価項　　目

原子力委員会は、中立的・俯瞰的立場から原子力政策に取
り組んでおり、この様な政府機関から特定の立場に寄らず
発信される情報は、国内外における関心が高く、国民や社
会のニーズを反映しているといえる。

728,261760,686 -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

579,577 735,203

○

原子力委員会が収集した原子力利用に関する情報は、毎
週の原子力委員会定例会議において活用するとともに、用
いた資料や議事録をホームページ等で公表するなど、十分
な活用を行っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

一般競争入札を積極的に行うことにより競争性の確保を
図っている。加えて、一部の委託事業については、公共サー
ビス改革基本方針に基づく市場化テストの対象となってお
り、平成28年度事業より、その実施に関して従来よりも透明
かつ公正な競争が確保されている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

728,261 -

目標値 件

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

原子力委員会は原子力の研究、開発及び利用に関する行
政の民主的な運営を図るための審議会等に位置付けられ
ており、本事業はその調査審議に資する情報集取等の実施
であり、政府体系の中で優先度は高い。

一般競争入札により、コスト等の水準を確保しており、引き
続き適切なコスト水準を維持したい。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

適宜進捗を管理するなど、効率化を図っているが、引き続き
コスト削減等に向けた工夫を行いたい。

原子力委員会定例会議の資料や原子力白書、諸外国との
シンポジウムに関する情報等を速やかにHPに掲載してお
り、見合ったものとなっている。

○

主に調査や情報収集・発信に必要な委託費、旅費及び庁費
であり、最大限の効果が得られるよう、事前に精査し真に必
要なものに限定している。また、委託費については、額の確
定調査を行い、事業目的に即して適切に執行されていること
を確認している。

令和元年度 令和2年度

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

概ね当初見込みに沿った実績となっている。

‐

-

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高
い事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

国
費
投
入
の
必
要
性

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

・原子力の研究、開発及び利用に関する取組等について、Webサイトによる情報公開等を通じて広報・広聴を充実させる。
・FNCA（アジア原子力協力フォーラム）やIAEA（国際原子力機関）総会などの国際会議を通じて我が国の原子力に関する活動の情報発信を実施す
る。

- -
定量的指標

760,686

事業所管部局による点検・改善

年度年度

中間目標 目標年度
平成30年度

実績値 件 735,203

単位

原子力委員会Webサイトのアクセス件数
（同一日における、同一端末からの複数アクセスは重
複しない。）

施策 １．原子力の研究、開発及び利用に係る政策の検討・情報発信等

政策 ７．科学技術・イノベーション政策の推進

測
定
指
標

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



-

-

事業番号 事業名所管府省名

・原子力委員会が実施することが必要な原子力利用に関する国民理解の促進や国際協力の強化等について、関係行政機関とも連携を図る
とともに、適宜政策のフォローアップに努め、効率的・効果的な実施を図っていく。

・原子力利用に関する国民理解の促進や国際協力の強化等について、関係行政機関とも連携を図るとともに、適宜政策のフォローアップに努
め、効率的・効果的な実施を図っている。具体的には、毎年度、国際会議等の開催、参加に必要な経費等の見直しを行い、効率的・効果的な
予算執行に努めている。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

公募の際は、事業者への声がけ等により周知徹底するとともに、入札要件の緩和や入札説明会において事業内容等を丁寧に説明すること等に
より、一者応札の是正に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

現
状
通
り

引き続き専門性の高い分野の入札に関しては、参入可能な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討するなど、一者応札の是正に努める
こと。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

関
連
事
業

・アウトカム及び測定指標の目標値については、各年度終了時の実績に基づき次年度の目標を設定している。このため、向こう３年以内の目標設定は困難であ
る。
・また、上記理由により、事業終了年度の目標値も現時点では明確に設定できないため、便宜上、目標を設定できる令和３年度の目標値を記載している。
・アウトプットの活動見込みについては、各年度終了時に次年度の当初見込みが明らかになるため、令和４年度の活動見込みを設定することは困難である。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成23年度 0051

平成24年度 0059

平成27年度

平成26年度

令和2年度 内閣府 0037

平成25年度 0037

0037

平成22年度 0049

0035

0031平成28年度

平成29年度 0032

平成30年度 0032

令和元年度 内閣府 0038



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

政策統括官（科学技術・イノベーション担当）
６１．０百万円

原子力委員会の企画立案及び日本の原子力
研究開発利用を推進するための取組みを行う。

※四捨五入の関係で費目合計が一致しない

委託

【国庫債務負担行為等】
Ａ．（公財）原子力安全
研究協会

２０．２百万円

アジア原子力協力フォーラ
ム参加１２か国の原子力
政策の最新動向や関心事、
研究協力の状況等に関す
る調査を実施

委託

【一般競争入札（総合評価）】
B．エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ（株）

１０．８百万円

原子力利用の国内外の最
新動向に係る情報収集等
の調査を実施

C．エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ（株）

９．３百万円

諸外国における原子力安
全制度の整備状況等に関
する調査を実施

D．エム・アール・アイリ

サーチアソシエイツ（株）
６．５百万円

今後の原子力分野の人材
の確保及び育成に向けた
基盤的調査を実施

F．（公財）核物質管理
センター

３．１百万円

我が国の核燃料物質管
理状況等に係る集計業務

役務【随意契約（少額）】

原子力委員会ホームペー
ジの運営業務

H．（株）ソニア

２．０百万円

I．民間企業等（５社、２
法人）

０．６百万円

雑品購入費

J．民間企業等（２社、１法
人）

０．３百万円

和文英訳、印刷費

L．その他（職員等）

０．４百万円

謝金・職員旅費等

K．民間企業（５社）

０．０８百万円

会議費

役務【随意契約（少額）】 役務【随意契約（少額）等】 役務【随意契約（少額）】

委託

【一般競争入札（総合評価）】

【拠出金】
役務

【随意契約（公募）】

委託

【一般競争入札（総合評価）】

E．経済協力開発機構

４．６百万円

国際原子力エネルギー協
力フレームワーク（IFNEC)
が、事務局機能を経済協
力開発機構原子力機関
（OECD/NEA）に外部委託
することによる拠出金

役務

【一般競争入札（最低価格）】

国際会議に係る通訳業務
及びビデオステートメント動
画作成、オンラインイベント
支援

G．民間企業等（２社、

１法人）
２．９百万円



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公財）原子力安全
研究協会

8

A.（公財）原子力安全研究協会

一般管理費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について

記載する。費目と
使途の双方で実
情が分かるように

記載）

経費の14%

4.4

金　額
(百万円）

その他の経費
国内旅費、諸謝金、印刷製本費、雑役務費
等

5名分

4.4 その他の経費

使　途

人件費

経費の15% 2.6 一般管理費 1.3

1.5

B.エム・アール・アイリサーチアソシエイツ（株）
金　額

(百万円）

13.2

消耗品費、雑役務費等

費　目 使　途

計 20.2 計 10.8

人件費 3名分 6.4 人件費 5名分

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費11名分

費　目

C.エム・アール・アイリサーチアソシエイツ（株） D.エム・アール・アイリサーチアソシエイツ（株）

費　目 使　途

その他の経費 諸謝金、雑役務費等 1.8 その他の経費 雑役務費等 1.3

一般管理費 経費の14% 1.1 一般管理費 経費の14% 0.8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

拠出金 経済協力開発機構拠出金 4.6 雑役務費
我が国の核燃料物質管理状況等に係る集
計業務

3.1

計 9.3 計 6.5

使　途

計

費　目 使　途

雑役務費
FNCA大臣級会合、上級行政官会合、スタ
ディパネルにおける通訳業務

1.2

計 4.6

1

2

E.経済協力開発機構 F. （公財）核物質管理センター

費　目

入札者数
（応募者数）

落札率

雑役務費 原子力委員会ホームページの運営業務

契約方式等

国庫債務負担
行為等

3.1

金　額
(百万円）

G.（株）サイマル・インターナショナル H.（株）ソニア

費　目 使　途
金　額

(百万円）

2 -

法　人　番　号

1010405009411 20.2

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

落札率については、予定価格
が推測されるため非公表

「アジア地域原子力協力に
関する調査」委託業務

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ
（株）

7010001012532
原子力利用の国内外の最
新動向に係る情報収集等
の調査を実施

10.8
一般競争契約
（総合評価）

1
落札率については、予定価格
が推測されるため非公表

1
エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ
（株）

7010001012532
諸外国における原子力安
全制度の整備状況等に関
する調査を実施

9.3
一般競争契約
（総合評価）

2 -
落札率については、予定価格
が推測されるため非公表

計 1.2 計 2

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



D

E

F

G

H

☑チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）ソニア 4020001061589
原子力委員会ホームペー
ジの運営

2
一般競争契約
（最低価格）

-
落札率については、予定価格
が推測されるため非公表

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一社）日本原子力
産業協会

9010405010378
IAEA総会、日インドネシア
共同シンポジウムに係る支
援業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

経済協力開発機構 -

国際原子力エネルギー協
力フレームワーク（IFNEC）
が、事務局機能を経済協
力開発機構原子力機関
（OECD/NEA）に外部委託
することによる拠出金

4.6 その他 - - -

エム・アール・アイリ
サーチアソシエイツ
（株）

7010001012532
今後の原子力分野の人材
の確保及び育成に向けた
基盤的調査を実施

6.5
一般競争契約
（総合評価）

5 -
落札率については、予定価格
が推測されるため非公表

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（公財）核物質管理
センター

7010505002095
我が国の核燃料物質管理
状況等に係る集計業務

3.1
随意契約
（公募）

1 - -

3

1

2

（株）サイマル・イン
ターナショナル

6010001109206
FNCA大臣級会合、上級行
政官会合、スタディパネル
における通訳業務

1.2
随意契約
（少額）

- - -

日本コンベンション
サービス（株）

2010001033161
IAEA総会における科学技
術担当大臣ビデオステート
メント動画作成業務

0.8
随意契約
（少額）

- - -

1



I

J

K

L

9

8

7

職員F - 学会参加費 0 その他 - - -

10 委員D - FNCAに係る謝金 0 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

2

1 委員A - FNCAに係る旅費、謝金 0.1 その他 - - -

委員B - FNCAに係る旅費、謝金 0.1 その他 -

6

5

4

職員C - 出張に伴う旅費 0 その他 - - -

委員C -
技術審査委員会に係る謝
金

0 その他 -

4

3

2

（株）ティーケーピー 7010001105955
ＦＮＣＡ上級行政官会合に
係る会議費

0
随意契約
（少額）

- - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

有限会社魚康 1050002007046
出張における意見交換会に
おける会議費

0
随意契約
（少額）

-

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）五月商会 4013301005010 資料冊子印刷 0.2
随意契約
（少額）

-

3

- -

独立行政法人　国立
印刷局

6010405003434 資料冊子印刷 0.1 その他 - - -

（株）サイマル・イン
ターナショナル

6010001109206 和文英訳 0
随意契約
（少額）

- -

6

5

4 （株）創結 6130001037320 FNCA賞　表彰盾 0
随意契約
（少額）

- - -

（株）金由 5010001040048 雑品購入 0
随意契約
（少額）

-

7

- -

（公財）原子力安全
研究協会

1010405009411 書籍購入 0
随意契約
（少額）

- - -

（一社）原子力国民
会議

7010505002418 書籍購入 0
随意契約
（少額）

- - -

（株）宗像デザイン研
究所

5011201005393 国際会議準備費 0.2
随意契約
（少額）

- - -

（株）三省堂書店 7010001016830 書籍購入 0.2
随意契約
（少額）

- - -

（株）秋山商会 8010001036398 雑品購入 0.2
随意契約
（少額）

- - -3

2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

- -

株式会社　阪急阪神
ホテルズ

6120001110689
ＦＮＣＡ大臣級会合に係る
会議費

0
随意契約
（少額）

- - -

株式会社マックス
パート

8010001069555
ＦＮＣＡスタディ・パネルに係
る会議費

0
随意契約
（少額）

- - -

- -

職員D - 出張に伴う旅費 0 その他 - - -

職員E - 出張に伴う旅費 0 その他 - - -

- -

職員A - 出張に伴う旅費 0.1 その他 - - -

職員B - 出張に伴う旅費 0 その他 - - -
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